



























































































































例えば、 Aが全株式を有する一人会社において、 Aにつき相続が生じ、その子である BCDがAの
有していた株式を相続するとする。法定禍続分に応じて遺産分割がなされると、 BCDがそれぞれ
























































































































































































注1 会株式譲渡制限会社。会社 2粂 5号参照。なお、種類株式発行会社では、 すべての株式に綴渡申Ij~Rを付するに
は、会社法107粂によるのではなく、株式の稜鎖ごとに会祉法108条 p買4号の定めを設けることになる。ヰ目i事管ほ
か編著 f給点解説新・会社法J53-54頁 (2006年)。
注2 河村尚志「定額:による支配配分と種類株式の活用 (3・完)J族学論綾157巻6号62頁 (2∞51F)。なお、拒否
続付株式(会社108粂 l 項 8号)や取締役 . ~査役の選任に関する種類株式(会社108粂 l 項9号)を用いることで、
種類株式による会社支配の多械化が可能であるが、本稿では考察の範囲から除くこととする。

























注10 相i事11fC箸 『立案担当者による新 ・会社法の解説j別冊商事法務295号27頁 (2006年)。
注1 栂i事哲編著・ 前錫注10)27頁、相i事哲編著 r-問一答新・会社法J[改訂版]56頁 (2009年)。これを認めても
特段の不都合はないことも澄自としてあげられている。





注14 酒巻俊雄=飽田節編集代表 f逐粂解説会社法第2巻株式・ 1J [主張本i設執筆)117頁 (2∞8年)。




注17 前由緒 fil苦渋等の一部を改正する法律祭主要綱の解説(上)J商事後務1606号7頁 (2∞l年)。














注22 江iF..前掲注18)146資、147頁。優先持分を認めることもさしっかえないとの説明 {上柳=泌=竹内縁 『新版
注釈会祉法 (14)J [能回節執着主)343頁 (1990年).)も、有限会社で、社員ごとではなく、持分につき梅利内容を
異ならせることを脊定するものとみられる。ただし、級数議決権は属人的でしか認められないとするのが多数説で
あった。大隅ほか・前掲注15)690頁、川島・前掲注15)19頁。また、江頭・前掲注6)161頁参照。なお、会社





注23 江頭・筋縄注6)160頁、遠藤美光 「公開会社でない株式会社における属人的定めの意義Jr会祉法の争点149 



















法30 事繋*継tn機会中間報告'lIiJ~注 3) 参照。なおここでも、属人的定めのできる範囲が解釈上不明械なことか
ら、 t裳決俗骨折IJ~R株式による後継者への支配の集中が推奨される。ただ、薬玉医奨 f終決権制Ij~R徐式を利用した買収






































注46 内務良結編著 I新会社法対応税額株式・新株予約機活用の実務J21頁 (2006年)。異なる種類株式の株主l聞の
和JfJf飼~方法として、任意のま差損k規定も有用である。江頭 ・前徳注 6) lY1頁、酒巻俊雄=鶴田節編集代表『逐粂
-14-
論説








注50相滞哲ほか編著、前掲注1)88頁、 92真。また、松尾健一 f株主問の公平と定款自治Jm頁 (2010年)参照。
江頭-前t&注6)141頁は成人的定めになると島草するようである。
主51若者主・前掲主主30)30頁。































注66 加藤~仁 n義決権 ・支配権に関する種類株式の規制方法j 商事後務1777号 4 頁以下。
? ??
